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1) 例として、板倉宏 1973「地域社会非行予防活動の問題点」、柏熊岬二 1978「犯罪と地域社会」、大橋薫 1981「地域社
会の崩壊と少年非行」、星野周弘 1983「『交番』の効果とその文化的背景について」などが挙げられる。 








































































































































































































































































































































































































































































これらの五つの SC 形成促進要因が SC 量を高めること、SC 量が高ければ犯罪不安感が低く























































































































































































































































































































































































































































































































３．２．４．状況的犯罪予防（situational crime prevention）論 
 
状況的犯罪予防論は、イギリスの心理学者R.V.クラーク（Clarke,R.V.）を中心に提唱、
展開されている。1960 年代から 1970 年代にかけてのイギリス内務省調査部（the British 


















































































































































































































































































































その結果、分析に用いたサンプル数は 164となり、最終的な回収率は 60.7％であった。 
分析方法としては、SC と集団効果を独立変数に、各行政区単位の犯罪率を従属変数とす






























































 はじめに、集団効果に関する主成分分析の結果を示す（表-3）。第 1主成分から第 3主成



































































































析手法を用いることができなかったため、「はい」を 1 に、それ以外を 0 とするダミー変









目についても同様に、最適尺度法ではなく、「はい」を 1 に、それ以外を 0 とするダミー







































































































































































































































































































調査実施時期は 2010 年 9月で、各団体の代表者に調査票への記入を求めた。配付、回収共








































が最も多く、男性では 45.5％の団体が、女性では 37.0％の団体が 60 歳代の活動者が多い











する。回答結果は図-8 のようになった。平均値は 7.4 年目という結果であった。最大値は
50 年目、最小値は 1 年目であったが、中央値は 6 年目であり、平均値と大きく異なること






















































































































































トは IBM SPSS Statistics Ver.21 である。相関分析の結果は表-29-1 の通りであるが、多
くの項目で統計的に有意な結果が得られたので、相関係数の大きさから相関の程度を四段


















相関の程度 1％水準で有意 5％水準で有意 































































































































































道 19、東北 38（青森県 5、岩手県 8、宮城県 2、秋田県 8、山形県 7、福島県 8）、関東 50
（東京都 6、茨城県 8、栃木県 6、群馬県 7、埼玉県 8、千葉県 7、神奈川県 8）、甲信越 27
（新潟県 7、山梨県 4、長野県 8、静岡県 8）、北陸 22（富山県 8、石川県 9、福井県 5）東
海 24（岐阜県 8、愛知県 8、三重県 8）、関西 38（滋賀県 8、京都府 6、大阪府 7、兵庫県 6、
奈良県 3、和歌山県 8）、中国 31（鳥取県 3、島根県 7、岡山県 8、広島県 5、山口県 8）、四
国 20（徳島県 6、香川県 7、愛媛県 3、高知県 4）、九州 56（福岡県 3、佐賀県 7、長崎県 8、





































































































































































































































































































































                                                   































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































調の記事が見られた（朝日新聞 2003 年 2 月 4 日朝刊・茨城版）。このように、監視カメラ
設置の是非という論点を巧みに活用しながら、犯罪からの「安全・安心」確保が必要であ
るという論調が導かれていくことになったのである。この様な新聞報道における二つの特
徴が、2003 年から 2006年の集中傾向を「構築」していったといえるのではないだろうか。 
 次に、行政の影響を検討していきたい。「安全・安心」というキーワードは 1994 年に初
めて公的文書に用いられた。平成 6 年版建設白書において「生涯を通じ安心・安全な生活
を送ることができる住まいづくり」ということが言われ、1995 年 4 月に建設省（当時）が
示した「震災に強いまちづくり構想」においても「安全・安心」というフレーズが使われ、
そして平成 7 年版建設白書において「安全で安心できる国土づくり」という用いられた方

















































































参考にしてイギリスでも 1982 年に開始された（小宮 2001：54）。アメリカとイギリスの実
践上の違いは「市民によるパトロールを活動内容に含むか否か」で、アメリカとは異なり、
イギリスでは活動を監視と警察への通報に限定していると言われているが、実際には「目






















































































































































































ホルモン」は 2008 年に行われた第 3 回B-1 グランプリで優勝し、マスコットキャラである
「あゆコロちゃん」はゆるキャラグランプリ 2013 で 9 位に入るなど、「まちづくり」に成
功している自治体である。その様な厚木市が犯罪予防に取り組むようになったのはひった
くり、窃盗犯の刑法犯認知件数が急増したことからであり、2001年には過去最高の 7163件
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